
第６１回 技術情報検討会 議事次第 

 

1. 日時：令和５年９月２８日（木） １０：００～１２：００ 

 

2. 場所：原子力規制委員会 １３階会議室Ａ （TV 会議システムを利用） 

 

3. 議題 

(１)安全研究及び学術的な調査・研究から得られる最新知見 

１) 最新知見のスクリーニング状況の概要（自然ハザードに関するもの）（案） 

（説明者）  杉野 英治 技術基盤グループ 安全技術管理官（地震・津波担当） 
・SSHAC レベル 3 ガイドラインに基づく伊方サイトにおける震源特性モデル及び地震動

特性モデルの構築 
（説明者） 儘田 豊 技術基盤グループ地震・津波研究部門 主任技術研究調査官 

・大規模噴火を起こす可能性のある火山の判断に資する地球化学的指標について 
（説明者） 西来 邦章 技術基盤グループ地震・津波研究部門 主任技術研究調査

官 
・テフラの粒径、落下速度及び堆積速度のリアルタイム検出に関する新たな知見について 

（説明者） 大野 鷹士 技術基盤グループ地震・津波研究部門 技術研究調査官 
２） 米国 PWR の炉心そう溶接部で発見された亀裂について 

（説明者） 小嶋 正義 技術基盤グループシステム安全研究部門 統括技術研究調査官 
 

  (２) 国内外の原子力施設の事故・トラブル情報 

１) PWR１次系におけるステンレス鋼配管粒界割れに関する事業者からの意見聴取結果に

ついて 

（説明者） 小嶋 正義 技術基盤グループシステム安全研究部門 統括技術研究調査官 
 

 

配布資料 

議題(１) 

資料６１－１－１ 最新知見のスクリーニング状況の概要（自然ハザードに関するもの）

（案） 

資料６１－１－２ 米国 PWR の炉心そう溶接部で発見された亀裂について 

 

議題(２) 

資料６１－２－１ PWR１次系におけるステンレス鋼配管粒界割れに関する事業者からの

意見聴取結果について 
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最新知見のスクリーニング状況の概要（自然ハザードに関するもの）（案） 

令和 5年 9月 28 日 長官官房 技術基盤グループ 

（期間：令和 5年 7月 14 日から令和 5年 9月 13 日まで） 

最新知見等 

情報シート番号 
件名 

スクリーニング結果 

(対応の方向性(案)) 
資料ページ 

23 地津-(D)-0002 
SSHACレベル3ガイドラインに基づく伊方サイトにおける震源特性モデル及び地震動特性

モデルの構築 
ⅵ） 2～6 

23 地津-(D)-0003 大規模噴火を起こす可能性のある火山の判断に資する地球化学的指標について ⅴ） 7～10 

23 地津-(D)-0004 テフラの粒径、落下速度及び堆積速度のリアルタイム検出に関する新たな知見について ⅵ） 11～13 

 

対応の方向性（案）：ⅰ）直ちに規制部等関係部署に連絡･調整し、規制庁幹部に報告する。ⅱ）対応方針を検討し、技術情報検討会へ諮問する。ⅲ）技術

情報検討会に情報提供･共有する。ⅳ）情報収集活動を行い、十分な情報が得られてから再度判断する（必要な場合には安全研究を実施

する）。ⅴ）安全研究企画プロセスに反映する。 ⅵ）終了案件とする。以下同じ。 

  

資料６１－１―１ 

<技術情報検討会資料> 
技術情報検討会は、新知見のふるい分けや作業担当課の特定を目的とした事務的な会議体
であり、その資料及び議事録は原子力規制委員会の判断を示すものではありません。 
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最新知見のスクリーニング状況（自然ハザードに関するもの）（案） 

令和 5年 9月 28 日 長官官房 技術基盤グループ 

（期間：令和 5年 7月 14 日から令和 5年 9月 13 日まで） 

最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

23 地

津 -

(D)-

0002 

SSHAC

レ ベ ル

3 ガ イ

ド ラ イ

ン に 基

づ く 伊

方 サ イ

ト に お

け る 震

源 特 性

モ デ ル

及 び 地

震 動 特

性 モ デ

ル の 構

築 

掲載日 ：令和 4 年 5 月 31 日 

掲載誌 ：日本地震工学会論文集 

題 目  ： ① SSHACレベル3ガイドラインに基づく伊方

サイトでの震源特性モデルの構築 

② SSHACレベル3ガイドラインに基づく伊方

サイトでの地震動特性モデルの構築 

著 者 ： ① 隈元崇（岡山大学）、他 11 名 

        ② 藤原広行（防災科学技術研究所）、他 12 名 

 

＜背景＞ 

 米国をはじめとした諸外国では、原子力施設等のリスク

の 定 量 化 に 資 す る 確 率 論 的 地 震 ハ ザ ー ド 解 析

（ Probabilistic Seismic Hazard Assessment 、 以 下 、

「PSHA」という。）を行うに際して、米国で策定された

SSHAC（Senior Seismic Hazard Analysis Committee、以

下、「SSHAC」という。）のガイドラインを適用することが多

い。 

伊方 SSHAC プロジェクト注１) （以下「同 PJ」という。）は、

安全性向上に向けた取り組みの一環として、四国電力株

式会社と一般財団法人電力中央研究所原子力リスク研

究センターが伊方発電所において将来生じる可能性のあ

る地震動を評価することを目的に、SSHAC のレベル 3（下

表を参照）を厳格に適用して認識論的不確かさを評価し、

2023/9/1 ⅵ） 

・当該論文は、伊方 SSHAC プロ

ジェクトの実施経験をもとに、

SSHAC レベル３ガイドラインの有

効性や評価項目ごとの不確かさ

の範囲と地震ハザードへの影響

度について考察し、そこから得ら

れた技術的課題を報告してい

る。 

 

・「基準地震動及び耐震設計方

針に係る審査ガイド」及び「実用

発電用原子炉の安全性向上評

価に関する運用ガイド」には、「震

源モデル及び地震動伝播モデル

におけるハザードの寄与度が高

い認識論的不確かさ要因に関し

ては、ロジックツリーを作成して

考慮する。作成したロジックツリ

ーにおける各分岐の設定及び重

みの根拠を明確に記載する。」旨

が既に記載されている。 

 

・したがって当該知見からは上記
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

PSHA を実施した日本初の解析事例であり、その成果は

同 PJ の最終報告書（以下「最終報告書」という。）にまとめ

られている。SSHAC では、認識論的不確かさの定量評価

において「技術的に十分主張できる解釈の分布の中央

値、分布形状、範囲」に基づくモデルの構築を目指す。同

PJでは、ロジックツリーの分岐項目の設定について、収集

したデータからあり得る分岐項目を網羅的に並べ議論が

行われた。また、分岐項目に与える適切な重みの設定に

ついては専門家チームとして合意に至るまで徹底的に議

論された。 

 

＜文献概要＞ 

上記文献①と②の著者らは同 PJ に参加し、伊方発電

所周辺で発生しうる地震に対し、地震規模や発生確率な

どの震源特性を評価するチームと、震源からの地震動の

伝播や増幅を検討して評価地点で生じる地震動特性を評

価するチームとに分かれ、専門家として評価結果を取りま

とめた。その経験をもとに、事業者による安全性向上評価

の後続の検討に活用できるよう、考察を加えて上記論文

として公表した。 

 

文献①（震源特性モデル） 

同 PJ から得られた知見やノウハウが後続の検討に活

用されることを目的として、SSHAC プロジェクトレベル３ガ

イドラインの有効性や評価項目ごとの不確かさの範囲と

地震ハザードへの影響度について考察された。 

の審査ガイド及び運用ガイドに反

映する事項はないと考える。 

 

・また、伊方 3 号機第 2 回安全性

向上評価届出書（2022 年 7 月）

において伊方 SSHAC プロジェク

トの評価結果が既に報告されて

いる。 

 

・ただし、当該論文では地震の発

生様式によって、地震ハザード

評価に対する震源特性モデルと

地震動特性モデルの寄与に違い

が見られたことが報告された。他

プラントにおいて事業者が自主

的に行う PSHA の評価結果を確

認する際に、上記の傾向は参考

情報となる。 

 

・当該論文には PSHA の高度化

に向けた課題が挙げられている

ものの、サイト補正に関する研究

についてはすでに NRA の安全研

究で扱っており、また、国内にお

ける同一のデータベースに基づく

距離減衰式の構築、M9 クラスの
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

同 PJ で重点的に議論された伊予灘の中央構造線断層

帯の震源特性モデルについて地震調査研究推進本部（以

下「地震本部」という。）のモデルと比較されている。両者

のモデルで中央値が異なる項目として断層長さ、震源断

層上端深さ、最新活動時期などを挙げている。その他の

項目については、大局的には地震本部のモデルと整合し

ており、ロジックツリーにおける多くの分岐によって多様な

不確かさを表現したモデルとなっている。 

また、中央構造線断層帯の地震及び南海トラフの大地

震について、分岐項目毎に地震ハザードへの影響度合い

を分析し考察を行った。その結果、中央構造線断層帯の

場合、震源特性モデルの寄与が支配的（年超過確率 10-4

の地震ハザードで約 67％）、南海トラフの場合、地震動特

性モデルの寄与が支配的（同 8 割程度）であるとした。こ

れは、南海トラフの大地震では歴史史料等に基づき活動

履歴が把握されており、地震発生確率の認識論的不確か

さが小さいことが理由である。中央構造線断層帯では地

震発生確率の算定の認識論的不確かさ（平均活動間隔、

最新活動時期、活動間隔のばらつきなど）の影響が大き

く、特に伊予灘の中央構造線断層帯での活動履歴の解明

が地震ハザードの信頼性向上に大きく寄与するなどの解

釈が示された。 

 

文献②（地震動特性モデル） 

最終報告書のうち地震動特性評価に関し、ロジックツリ

ーモデルの中核となる認識論的不確かさ注2）に関する議論

大規模地震及びサイト近傍の震

源に対する距離減衰式の適用性

に関する課題については他機関

によって検討が進められている。 

 

・以上のことから、当該論文に示

された知見についてはⅵ）終了

案件とする。なお、今後も上記の

他機関の研究動向に注視し、情

報収集活動を継続していく。 
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

と当該議論の結果として浮き彫りになった技術的課題が

要約された。同PJ で実施した地震動特性モデル構築を踏

まえ、今後の PSHA の高度化に向けた地震動評価におけ

る将来的課題として以下が挙げられている。 

（i）国内における同一のデータベースに基づく距離減衰

式の構築 

 距離減衰式は、モデル化に起因する不確かさ以外に

も、データベースごとに地震規模、震源距離、地盤条件な

どの整理基準が同一でないことに起因する不確かさがあ

り、推定値の不確かさがより大きくなっている。よって、国

内における同一かつ高精度の地震動データベースに基づ

く距離減衰式の構築が望まれる。 

（ii）距離減衰式のサイト補正による地震動評価の高度化 

硬岩地点に適用可能な距離減衰式の構築、硬岩地点に

おける観測データの蓄積及びサイト補正（サイトの地盤特

性を反映した地震動の補正方法）の改良により、地震動

評価精度を向上することが望まれる。 

（iii）M9 クラスの大規模地震及びサイト近傍の震源に対

する距離減衰式の適用性 

南海トラフのような規模が大きい地震や、中央構造線

断層帯のように震源がサイト近傍に位置する地震につい

ては距離減衰式構築の元となる観測記録が十分でない。

そのため、データセットの範囲外の地震動評価に対して距

離減衰式を用いるには課題が残る。 

 

注１）四国電力株式会社 伊方 SSHAC プロジェクトの HP 
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

（https://www.yonden.co.jp/energy/atom/safety/sshac_pr

oject/index.html） 

注 2）PRA では不確実さをもたらす要因を、物理現象のラ

ンダム性に係わる偶然的不確実さと知識及び認識の不足

に係わる認識論的不確実さに大別する。偶然的不確実さ

は、ばらつきをそれ以上減じることができなく、”不確実さ

評価”における対象要因とはならない。認識論的不確実さ

は、評価に用いるデータの不足、モデルの詳細度、複数

の専門家の解釈の相違などを要因とする。これは、将来、

知識の増加又は科学の進展によってそのばらつきを減じ

ることが期待できる。この要因を対象として”不確実さ評

価”を行う。(一般社団法人日本原子力学会「原子力発電

所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関す

る実施基準：2015」より抜粋。不確実さと不確かさは同義)  

 
文献②の藤原・他（2022）の本文を参考に規制庁で作成。 

 7 



 

7 

 

最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

23 地

津 -

(D)-

0003 

大 規 模

噴 火 を

起 こ す

可 能 性

の あ る

火 山 の

判 断 に

資 す る

地 球 化

学 的 指

標 に つ

いて 

掲載日 ：令和 4 年 9 月 23 日 

掲載誌： Scientific Reports 

論文名： Geochemical variability as an indicator for large 

magnitude eruptions in volcanic arcs 

著 者： Gregor Weber (University of Oxford) and Tom E. 

Sheldrake (University of Geneva) 

  

著者らは、既報の火山岩の地球化学的データを収集・

整理した結果、過去にカルデラ形成噴火を起こした火山

は、そうでない成層火山と比べ、最初のカルデラ形成噴火

の前までに形成した火山の段階から、地球化学的に多様

なマグマを噴出していたことが明らかになったとした。この

ことから、カルデラのような大規模な噴火を引き起こす可

能性が高いシステムを有している成層火山を地球化学的

特徴から識別することができると述べている。当該論文の

概要は以下のとおりである。 

 

・著者らは、Newhall et al.(2018)1)が提唱した将来的に大規

模な噴火を引き起こす可能性のある火山を予測するため

の 6 つの尺度*のひとつである「地殻下部から上部への高

いマグマ供給速度」について、既報の地球化学的データと

熱化学的な数値モデリングを用いて調査した。 

・地球化学的データを検討するために十分な情報を持つ

11 の火山弧に分布する 54 の火山についてデータを収

集、整理した結果、カルデラ形成噴火を引き起こした火山

では、多様なマグマを噴出（SiO2 含有量の幅**が広い）し

2023/9/1

3 
ⅴ） 

・当該知見は、過去にカルデラ形

成噴火を起こしていない火山の

中から、地球化学的特徴を用い

てカルデラを形成するような噴火

を起こす可能性が高い火山を識

別できる可能性を提案したもの

である。 

 

・「原子力発電所の火山影響評

価ガイド」には、「検討対象火山

の調査結果から噴火規模を推定

する。調査結果から噴火の規模

を推定できない場合は、検討対

象火山の過去最大の噴火規模と

する。」旨が記載されている。 

 

・ 当 該 知 見 は 、 Newhall et 

al.(2018)1)が提唱した指標のひと

つについて、地球化学的データ

を収集して整理した結果及び数

値モデリングを用いて検証を試

みた事例であり、検討対象火山

の噴火規模推定のための情報

のひとつとなり得るので、今後着

目すべき知見である。しかしなが

ら、現時点では、指標のひとつの
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

ているのに対し、ほとんどの成層火山では、そのような傾

向がない（SiO2 含有量の幅が狭い）ことを示しているとし

た。 

・さらに、カルデラ形成噴火を引き起こした火山の地球化

学的データを詳細に整理したところ、最初のカルデラ形成

噴火の前までに形成した火山の段階から多様なマグマを

噴出している。この多様性の要因は、カルデラ形成に起因

する地下の構造崩壊によるものではなく、マグマの供給系

に主要因があることを示しているとした。 

・加えて、カルデラ形成噴火は、十分なマグマ量の蓄積を

必要とする***。そこで、熱化学的な数値モデリングから、そ

れを蓄積するための空間的に広範なマグマの供給系を検

討した。その結果、地球化学的データから認識された多様

なマグマを生成するとともに、カルデラ形成噴火において

噴出する主なマグマである珪長質メルトを大量に生成す

るための主な要因は、高いマグマ供給率にあることが示

唆されるとした。 

・著者らは、既往の地球化学的データの収集と整理及び

数値モデリングによって示されたマグマの多様性と供給系

の大きさの関係から、大規模噴火を起こす可能性が高い

火山の指標として地球化学的特徴を用いることができると

提案した。これにより、大規模な噴火を引き起こす可能性

を有する火山を識別することができるとした。 

・一方で、その指標の適用に当たっては、世界中のほとん

どの火山は噴火履歴が明らかになっていないことから、噴

出量データによるバイアスがかかることのないような、リス

検証を試みた段階のものである

ことから、上記評価ガイドへの反

映については今後の研究進捗を

踏まえて判断するのが適切であ

る。 

 

・当該知見では、国内火山のデ

ータについてはカルデラ形成噴

火を引き起こした火山として、阿

蘇火山の地球化学的データを用

いて整理されているが、その他

の火山については整理されてい

ない。そのため、過去の噴火履

歴等に基づいた既審査の見直し

は生じないが、今後の研究によ

って検証データが蓄積されれば、

有用な知見となる可能性があ

る。 

 

・地震・津波研究部門では、評価

ガイドへの反映を見据え、当該

知見での検討事例も踏まえた、

国内の火山のデータを用いた再

整理が有効であると考えるととも

に、火山岩の形成プロセスと多

様性の関係を確立することを目
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

クの高い火山を抽出するための基準についても策定した

うえで、この指標による識別結果と比較し、その適用性を

確認する必要があると述べており、火山岩の形成プロセ

スと多様性の関係を確立することを目的としたさらなる研

究が必要であるとしている。 

 

【参考文献】 

１）Newhall, C., Self, S. & Robock, A. Anticipating future 

Volcanic Explosivity Index (VEI) 7 eruptions and their 

chilling impacts. Geosphere 14, 572–603 (2018). 

 
＊：Newhall et al.(2018)が提唱した 6 つの尺度 

(a) 既に VEI7 以上の噴火を少なくとも 1 回発生し、その後数千年以上

比較的静かな火山。 

(b) 過去 10 万年間に複数の火口から珪長質マグマが噴出した火山。 

(c) 成熟した大規模な成層火山または成層火山群で、その多くは珪長

質ドームおよび/または過去に溶結凝灰岩および非溶結凝灰岩が生成

されていたが、ここ数千年は比較的静かであったもの。 

(d) 火山の系へのマグマの定期的な再供給の証拠があるにもかかわ

らず、現在のガス放出が少ない火山。 

(e) 地殻下部から上部へのマグマ供給速度が異常に高い火山。 

(f) 上記の尺度に加えて、近年に平常レベルから顕著な活動の活発化

を示した火山。 

 

 

 

 

 

的としたさらなる研究が必要であ

ると考えている。 

 

・以上から、ｖ）「安全研究企画プ

ロセスに反映する」とする。 
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

＊＊：ＳｉＯ２含有量の幅について（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 
左図：カルデラ形成噴火を引き起こした火山の SiO2 含有量の範囲。 

玄武岩（ ～53.5wt.% ） 、安山岩（ 53.5 ～62wt.% ） 、デイサイト（ 62 ～

70wt.%）、流紋岩（70wt.%～）までの多様なマグマが噴出している。 

右図：成層火山の SiO2 含有量の範囲。 

安山岩～デイサイト質マグマが主で、左図のものほど多様でない。 

 

＊＊＊：例として、VEI7 の噴火では 100km3 以上のテフラが生成され

る。 
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

23 地

津 -

(D)-

0004 

テ フ ラ

の粒径、

落 下 速

度 及 び

堆 積 速

度 の リ

ア ル タ

イ ム 検

出 に 関

す る 新

た な 知

見 に つ

いて 

掲載日： 令和 4 年 3 月 17 日 

掲載誌： Scientific Reports 

論文名： New insights into real‑time detection of tephra 

grainsize, settling velocity and sedimentation rate 

著 者： V. Freret-Lorgeril (University of Geneva), C. 

Bonadonna (University of Geneva), E. Rossi (University of 

Geneva), A. P. Poulidis (Kyoto University & University of 

Bremen) and M. Iguchi (Kyoto University) 

  

著者らは、桜島火山において、降灰時の火山灰の粒径

と落下速度を測定できる光学式ディスドロメーター*1（LPM

及び PS2; 下表参照）を用いた降灰観測を行い、得られた

データに対して、粒子形状分析及び専用の抗力方程式を

適用し、凝集体を判定した。凝集の有無を識別すること

で、凝集効果の見られる実際の降灰現象においても、リア

ルタイムに降下テフラの粒径分布*2 を推定できると述べて

いる。当該論文の概要は以下のとおりである。 

 
表 当該論文で使用された光学式ディスドロメーターの比較*3 

 

2023/9/1

3 
ⅵ) 

・当該知見は、光学式ディスドロ

メーターによる観測データを基

に、凝集体を除去するデータ処

理を施すことで、テフラの粒径分

布や堆積速度に関する情報をリ

アルタイムに提供する可能性を

示唆するものである。 

 

・「原子力発電所の火山影響評

価ガイド」では、外気取入口から

侵入する火山灰の想定に当たっ

て、添付 1「気中降下火砕物濃度

の推定方法について」を参照して

推定した気中降下火砕物濃度を

用いる旨が記載されている。 

 

・当該知見について、現時点で

は、様々な噴火様式での検証が

必要であり、観測の一事例であ

ることから、現行の評価ガイドの

記載に影響を与えるものではな

いと考えられるが、上記評価ガイ

ドへの反映については、観測デ

ータが蓄積された段階で判断す

るのが適切である。また、当該知

見は、既審査の評価対象となる
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

・著者らは、14 のテフラ降下イベントにおいて、LPM 観測

で得られた粒径分布データを地上で直接採取されたテフ

ラサンプルのものと比較することで、LPM による粒径分布

のリアルタイム観測のポテンシャルを調査した。その結

果、10 イベントでは両者が類似していたが、4 イベントにつ

いては両者に大きな不一致が見られたとしている。当該 4

イベントにおいても、テフラサンプル分析時のサンプリング

バイアスが疑われる 1 イベントを除き、LPM の検出下限の

粒径や凝集体と推定される物体を除外するフィルタを適

用することで両者が類似することが分かったとした。 

・堆積速度*4 に関しては、採取したサンプルから得られた

ものと LPM 記録から計算されたものとの関係を示した両

対数プロットにおいて、堆積速度が遅い場合に LPM 記録

側へやや大きくオフセット（過大評価）しているものの、良

好な直線関係が得られたとした。さらに、LPM 記録から凝

集体を除外した場合においても、凝集体の寄与が高い 1

イベントを除くと、両者は同じ範囲に入るとしている。 

・LPM と PS2 の両方で観測されたイベントにおいて、LPM

観測で得られた粒径分布は PS2 観測で得られたものより

も低い中央値を示したが、速度分布は同様な最頻値を示

したとしている。また、PS2 記録から計算された堆積速度

は LPM 記録から計算されたものに対して高い値を示した

としている。 

・著者らは、本研究とは異なる噴火/大気条件における

LPM データと PS2 データとの比較等の検討の余地はある

ものの、LPM によるデータの取得と凝集体を除去するた

降下火砕物濃度を示していない

ので、既審査結果にも影響を与

えるものではないと考えられる。 

 

・当該知見は、火山噴火に伴う降

灰現象の実態を容易に観測でき

る可能性を示唆するものであり、

これまで困難であった火山灰濃

度*5 の推定に資する観測データ

取得に寄与すると考えられる。ま

た、降灰中の細粒な火山灰粒子

が凝集することで粒径の大きい

粒子となり、効果的に気中から落

下する等、その振る舞いを踏ま

えた当該知見のデータ処理手法

は、その凝集体の割合を観測結

果から定量的に見積もることが

できる可能性があり、安全研究

においても活用できる。 
*5：堆積速度を落下速度（終端速度）で

除することで得られる。 

 

・以上のことから、安全研究にお

ける参考情報と整理し、vi）終了

案件とする。 
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最新

知見

等情

報シ

ート

番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 

対

応

方

針 

めのデータ処理によって、実際に採取したサンプルから得

られたデータと類似することが確認されたことから、活火

山におけるテフラの粒径分布や堆積速度に関する情報を

リアルタイムに得られる可能性が示されたと結論づけてい

る。 

 
*1：降水粒子の粒径と落下速度をリアルタイムで計測する地上設置型

の気象測器であり、得られた観測データに基づいて、雨や雪等の種々

の降水粒子の種別判定ができる。 

*2：粒径の度数分布。 

*3：論文の内容に基づき、当庁が作成したものである。 

*4：単位面積、単位時間当たりの降下テフラの総質量。 
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（１）当該論文と伊方SSHAC最終報告書の違い
（２）当該論文の概要

（論文で考察された事項と課題点）
（３）SSHACガイドラインについて
（４）ハザード解析の概要
（５）参考文献リスト

資料の構成

補足資料23地津-(D)-0002（参考１）
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文献①
題目：SSHACレベル3ガイドラインに基づく伊方サイトでの震源特性モデルの構築

著者：隈元崇（岡山大学）、他11名

掲載誌：日本地震工学会論文集

掲載日：令和4年5月31日

伊方SSHACプロジェクトから得られた知見やノウハウが後続の検討に活用される
ことを目的として、SHHACプロジェクトレベル３ガイドラインの有効性や評価項目ご
との不確かさの範囲と地震ハザードへの影響度について考察を加えて報告されて
いる。

文献②
題目：SSHACレベル3ガイドラインに基づく伊方サイトでの地震動特性モデルの構築

著者：藤原広行（防災科学技術研究所）、他12名

掲載誌：日本地震工学会論文集

掲載日：令和4年5月31日

最終報告書のうち地震動特性評価に関し、ロジックツリーモデルの中核となる認
識論的不確かさに関する議論と当該議論の結果として浮き彫りになった技術的課
題を要約して報告されている。

（１）当該論文と伊方SSHAC最終報告書の違い
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文献①

○地震本部によるモデルとの比較
（伊予灘に位置する中央構造線断層帯）

○地震ハザードに影響の大きい分岐項目
に関する考察

• 中央構造線断層帯の場合、震源特性モデルの
寄与が支配的（年超過確率10-4の地震ハザード
で約６７％）。

• 南海トラフの場合、地震動特性モデルの寄与が
支配的（年超過確率10-4の地震ハザードで8割程
度）。

• 南海トラフの大地震では歴史史料等に基づき活
動履歴が把握されており、地震発生確率の認識
論的不確かさが小さい。

• 中央構造線断層帯では地震発生確率の算定の
認識論的不確かさ（平均活動間隔、最新活動時
期、活動間隔のばらつきなど）の影響が大きい。

• 両者のモデルで中央値が異なる項目として断層
長さ、震源断層上端深さ、最新活動時期などが
異なる。

• 伊方SSHACプロジェクトによるモデルは大局的
には地震本部のモデルと整合しており、ロジック
ツリーにおける多くの分岐によって多様な不確か
さを表現したモデルとなっている。

「隈元他（2022）, SSHAC レベル 3 ガイドラインに基づく伊方サイト
での震源特性モデルの構築, 日本地震工学会論文集」より引用・編集
https://doi.org/10.5610/jaee.22.2_37

「隈元他（2022）,SSHAC レベル 3 ガイドラインに基づく伊方サイト
での震源特性モデルの構築,日本地震工学会論文集」より引用
https://doi.org/10.5610/jaee.22.2_37

（２）当該論文の概要 （論文で考察された事項と課題点）
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○同一データベースに基づく
距離減衰式の構築

○距離減衰式のサイト補正の高度化

○M9クラスの大規模地震及びサイト近傍の
震源への適用性

• 国内では複数の専門家が異なったデー
タベースに基づき距離減衰式を作成。

• 式のモデル化以外に地震規模・震源距
離等の整理基準に起因する不確かさ
が加わり予測
値の違いが大きい。

• 国内における同一かつ高精度の地震
動データベースに基づく距離減衰式の
構築が望まれる。

• 伊方サイトの地盤増幅特性の適切な評価を行う
サイト補正を実施した結果、予測値が大きく乖離。

• 伊方サイトのような硬岩サイトの地震記録が不足。
• 適用した距離減衰式は硬岩サイトにおいて適用

範囲外。
• 硬岩サイトに適用可能な距離減衰式の構築、硬

岩サイトにおける観測記録の蓄積などが望まれる。

南海トラフの大地震のようなM9クラスの地震、中央構造線断層帯のような敷地近傍に震源が位置する地震に
相当する、大規模、震源が近傍に位置する地震記録が少なく、距離減衰式構築の元となるデータセットの範囲
外の地震動評価への適用に課題がある。

「藤原他（2022）, SSHAC レベル 3 ガイドラインに基づく伊方サイト
での地震動特性モデルの構築, 日本地震工学会論文集」より引用
https://doi.org/10.5610/jaee.22.2_61

「藤原他（2022）, SSHAC レベル 3 ガイドラインに基づく伊方サイト
での地震動特性モデルの構築, 日本地震工学会論文集」より引用
https://doi.org/10.5610/jaee.22.2_61

（２）当該論文の概要 （論文で考察された事項と課題点）

文献②
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• 米国をはじめとした諸外国では、原子力施設等のリスクの定量化に資する確率論的地震ハザード解析（以
下「PSHA」という。）を行うに際して、米国NRCが策定したSSHAC（Senior Seismic Hazard Analysis Committee）の
ガイドライン（NRC, 2018）を適用することが多い。

• SSHACは、1980年代後半の米国で同じ震源・サイトに対して2つの機関が独立にPSHAを実施したところ、平均
ハザード曲線に大きな差異（Bernreuter et al., 1987）があり、その要因を検討するために設置された。要因分

析の結果、認識論的不確かさと偶然的不確かさを定量評価してハザード曲線に反映する際、専門家間で意
見が分かれる認識論的不確かさの取り扱いに差があることが分かった（Budnitz et al., 1997）。

• この知見等を踏まえ、PSHAの認識論的不確かさの定量評価において「技術的に十分主張できる解釈の分布

の中央値、分布形状、範囲」に基づいたモデルを構築することを重要な概念として、その具体的な検討手順
を示したガイドラインが策定された。

LLNLの平均ハザード曲線

LLNLとEPRIの
平均ハザード曲線の差

EPRIの平均ハザード曲線
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米国の電力研究所（EPRI）とローレンス・リバモア
国立研究所（LLNL）の平均ハザード曲線の相違

Bommer (2022)より引用

平均ハザード
曲線の比較

（３）SSHACガイドラインについて
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統合したハザード曲線（A、B、C）

確率論地震ハザード解析とは、解析地点に対して影響を及ぼす地震を考慮し
て、その地点に対して強震動に見舞われる危険度を評価すること（結果をハ
ザード曲線で表現）

地震ハザード曲線とは、評価地点において、考慮した複数による地震動強さ
が着目期間内に任意の値を超える確率を示したもの（超過確率）

解析する上で、地震の発生及び揺れの予測に含まれる不確定性を考慮

)|():();( AAA EyYPtEPtyYP

地震活動域
（領域震源C）

プレート間地震
（特定震源A）

活断層
（特定震源B）

評価地点

)}|():(1{1);( kkkall EyYPtEPtyYP

（４）確率論的地震ハザードの概要（1/6）

解放基盤面上での最大加速度（Gal）

年
超
過
確
率

・
・
・

10-3

10-4

10-5

10-6

400     800       1200

特定震源Aのハザード曲線

B

C

A
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（４）確率論的地震ハザードの概要（2/6）
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（地震動の強さの平均値と
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× ＝

地震EAの
・発生位置
・地震規模
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日本原子力学会(2015)の「原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全評価実施基準」における
地震ハザード評価の実施手順

確率論的地震ハザード解析の流れ

評価地点における地震動の計算に
必要な設定項目

不確かさを考慮した複数シナリオの設定
（断層の連動破壊パターンやそれらの
発生確率等）

（４）確率論的地震ハザードの概要（3/6）
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特定震源モデル

震源断層の位置・規模が予め特定できる地震を対象

に、個別に震源モデルを設定

(内陸の活断層で発生する地震）

領域震源モデル

震源断層の位置・規模が予め特定しにくい地震を対

象に、地震活動が類似している地域ごとに区分して

地震群として震源モデルを設定

(1) 震源モデルの設定

確率論的地震ハザード解析の流れ

(2) 地震動伝播モデルの設定
(距離減衰式の例）

地震調査研究推進本部地震調査委員会(2006)より引用

（４）確率論的地震ハザードの概要（4/6）
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不確かさを偶然的、認識論的に分類

偶然的：地震の発生や地震動のランダムな性質が原

因となって生じる不確かさ

認識論的：知識・認識不足による不確かさ

(4)  地震ハザード曲線

  パス パスの重み

A1(α1)

A2(α2)

B1(β1)

B2(β2)

B3(β3)

分岐項目A 分岐項目B 分岐項目C分岐項目A 分岐項目B 分岐項目C

C1(γ1)

C2(γ2)

・・・・

・・・・

・・・・

A1-B1-C1 α1×β1×γ1
A1-B2-C1 α1×β2×γ1
A1-B3-C1 α1×β3×γ1
A2-B1-C1 α2×β1×γ1
A2-B2-C1 α2×β2×γ1
A2-B3-C1 α2×β3×γ1
・・・・ ・・・・

認識論的不確かさは、ロジックツリーで複数のシナ
リオを表し、それぞれについてハザード曲線を考慮

地震動の大きさ

（４）確率論的地震ハザードの概要（5/6）

確率論的地震ハザード解析の流れ

(3) ロジックツリーの作成
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地震発生及び地震動に含まれる不確かさの考慮

偶然的不確かさと認識論的不確かさに分類
項目 偶然的要因 認識論的要因

震源

モデル

・震源断層の位置
のばらつき

・規模のばらつき
・発生確率のばらつき
・破壊開始地点 など

・断層位置及び形状の設定
(長さ、幅、傾斜角など)

・セグメンテーションの考慮の有無
・規模推定式の選択
・発生確率ﾓﾃﾞﾙの選択

(定常過程 / 更新過程)
・活動間隔の値
・最新活動時期 など

地震動

伝播

モデル

・地震動強さのばらつき
など

・使用する距離減衰式の種類
・地震動予測手法の選択

(距離減衰式、断層ﾓﾃﾞﾙ手法)
・地震動強さのばらつきの値
・地震動強さの上限値

（打切りの設定） など

年
超
過
確
率

解放基盤面上での最大加速度（Gal）

偶然的不確かさ

解放基盤面上での最大加速度（Gal）

認識論的不確かさ

偶然的不確かさとは、地震発生及び地震動に関
するランダムな性質による不確定性であり、偶
然的不確かさを積分して１本のハザード曲線と
して考慮

認識的不確かさは、知識・認識不足による不確
定性であり、モデルや各パラメータに含まれる
不確かさを対象に複数のハザード曲線群として
考慮
⇒考慮する際にはロジックツリーを活用

日本原子力学会 (2015)を参考にした不確かさの分類の例

（４）確率論的地震ハザードの概要（6/6）

D2

年
超
過
確
率

複数のハザード曲線で考慮

震源モデル 地震動伝播モデル

A1 B1 D1 E1

A2 B2

A3 D3

D2

D1

D3

A1 A2
A3

１本のハザード曲線の中で考慮
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• 隈元崇，奥村晃史，佃栄吉，堤英明，堤浩之，遠田晋次，徳山英一，大西耕造，西坂直樹，大野裕記，

酒井俊朗，亀田弘行：SSHACレベル3ガイドラインに基づく伊方サイトでの震源特性モデルの構築，日本

地震工学会論文集，Vol. 22，No. 2，pp. 37–60，2022.
• 藤原広行，蛯沢勝三，香川敬生，司宏俊，古村孝志，三宅弘恵，森川信之，塩田哲生，小川裕，松﨑

伸一，宮腰淳一，酒井俊朗，亀田弘行：SSHAC レベル3 ガイドラインに基づく伊方サイトでの地震動特性

モデルの構築，日本地震工学会論文集，Vol. 22，No. 2，pp. 61–87，2022．

• The United States Nuclear Regulatory Commission: Updated Implementation Guidelines for SSHAC Hazard 
Studies, The United States Nuclear Regulatory Commission NUREG-2213, 145 pp., 2018.

• Bernreuter DL, Savy JB and Mensing RW: Seismic hazard characterization of the eastern United States: 
comparative evaluation of the LLNL and EPRI studies. NUREG/CR-4885, The United States Nuclear 
Regulatory Commission, Washington, D.C., 259 pp., 1987.

• Budnitz, R. J., Apostolakis, G., Boore, D. M., Cluff, L. S., Coppersmith, K. J., Cornell, C. A. and Morris, P. A.:
Recommendations for Probabilistic Seismic Hazard Analysis: Guidance on Uncertainty and the Use of 
Experts, NUREG/CR-6372, two volumes, The United States Nuclear Regulatory Commission, Washington, 
D.C., 256 pp., 1997.

• Bommer JJ: Earthquake hazard and risk analysis for natural and induced seismicity: towards objective 
assessments in the face of uncertainty., Bulletin of Earthquake Engineering, Vol. 20, pp. 2825-3069, 2022.

• 日本原子力学会：日本原子力学会標準 原子力発電所の地震を起因とした確率論的リスク評価に関す

る実施基準（AESJ-SC-P006:2015），1012 pp.，2015．

• 地震調査研究推進本部地震調査委員会：「全国を概観した地震動予測地図」報告書2006年版 分冊１：

確率論的地震動予測地図の説明，2006，

https://www.jishin.go.jp/evaluation/seismic_hazard_map/shm_report /shm_report_2006/ (参照2023-
09-15).

（５）参考文献リスト
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「大規模噴火を起こす可能性のある火山の判断に資する地球化学的指標について」に係る補足資料 

 
当該知見で収集及び分析された火山弧に状火山（５4 火山）の分布する 54 火山の位置と全岩化

学組成の例 

成層火山(青い三角形)、カルデラ(オレンジ色の円)、および火山複合体(灰色の菱形)の位置を示す。全岩化学分

析の結果の例は、左（オレンジ）：カルデラ火山（サントリーニ島火山＠ギリシャ)、右（水色）：成層火山（ポポカテペ

トル島＠メキシコ)。 Weber & Sheldrake(2022), Scientific reports（https://doi.org/10.1038/s41598-022-19902-1）

の Figure 1 より引用。 

 

 
54 火山の地域別内訳 

上記 Weber & Sheldrake(2022)の Supplementary Information に記載された火山リストを基に作成したもの。 

補足資料（23 地津-(D)-0003） 

（参考２） 
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当該論文の主要な結果（1）：粒径分布

Freret-Lorgeril et al., New insights into 
real-time detection of tephra grainsize, 
settling velocity and sedimentation rate, 
Sci. Rep. 12:4650 (2022).

• 14のテフラ降下イベントにおいて、4イベント（XII～XVI）ではLPM観測で得られた粒径分
布と地上で直接採取されたテフラサンプルのもので大きな不一致。

• 当該4サンプルにおいても、LPMの検出下限の粒径を有する粒子を取り除き、凝集体を除去
するフィルター（左図の青点線）を適用することで両者が類似（テフラサンプル分析時のサ
ンプリングバイアスが疑われるイベントXIVを除く）。

Φ=-log2(D [mm])

補足資料
（23地津-(D)-0004）（参考３）

1
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当該論文の主要な結果（2）：堆積速度

Freret-Lorgeril et al., New insights into 
real-time detection of tephra grainsize, 
settling velocity and sedimentation rate, 
Sci. Rep. 12:4650 (2022).

• 採取したサンプルから得られた堆積速度とLPM記録から計算されたものとの関係を示した両
対数プロット（右図）において、堆積速度が遅い場合にLPM記録側へやや大きくオフセット
（過大評価）しているものの、良好な直線関係が得られた。

• LPM記録から凝集体を除外した場合でも、凝集体の寄与が高い1イベント（右図の白抜きの
菱形）を除くと、両者は同じ範囲に入る。

・MdΦ：中央値（粒径分布の50パーセンタイル）
・SR：堆積速度 [kg m-2 s-1]

2
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当該論文の主要な結果（3）：LPMとPS2で得られた観測データの比較

Freret-Lorgeril et al., New insights into 
real-time detection of tephra grainsize, 
settling velocity and sedimentation rate, 
Sci. Rep. 12:4650 (2022).

• LPM観測で得られた粒径分布（下図）はPS2観測で得られたものよりも低い中央値を示した
が、速度分布（左図）は同様な最頻値を示した。

• PS2記録から計算された堆積速度（7.2 +/- 0.1 x 10-4 [kg m-2 s-1]）はLPM記録から計算
されたもの（2.9 +/- 0.2 x 10-4 [kg m-2 s-1]）に対して高い値を示した。

3
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米国 PWR の炉心そう溶接部で発見された亀裂について 

 

2 0 2 3 年 9 月 2 8 日  

技 術 基 盤 課 

システム安全研究部門 

１．経緯 

本年６月に CODAP プロジェクト1の米国メンバーからロビンソン発電所２号機2の炉

心そう溶接部で発生した亀裂（以下「本事象」という。）に関する情報提供3があった。 

本事象について、関連する米国情報を収集・整理し、また、日本国内における対応

について原子力エネルギー協議会及び電気事業者（以下「事業者等」という。）から

の聞き取りを行ったので報告する。 

 

２．炉心そうとは 

炉心そうは、原子炉の内部に設置された構造物で、上部が原子炉容器位置決めピ

ンで原子炉に固定され、下部はラジアルキーにより回転しないように水平方向が、

原子炉容器位置決めピン及び二次炉心支持構造物により上下方向が固定されてい

る4。その役割は、水平方向の炉心支持及び位置決め、冷却水流路の維持及び流量適

正配分とされている5。 

 

３．米国における対応 

３．１ 本事象の概要 

2022 年 12 月、ロビンソン発電所２号機において、供用期間中検査として ASME 

Sec. XI に基づく炉心そう溶接部（ベルトライン領域外）の目視試験（VT-36）が実

施され、その際に、炉心そうの Upper Girth Weld（UGW：上部周方向溶接部）の内

表面側に 12 インチ（約 305mm）の欠陥指示が発見された。その後、当該 UGW 内外面

の 100%について目視試験（VT-17/EVT-18）及び超音波探傷試験（UT）による詳細な

調査が実施され、内表面側に合計 5 つの亀裂（長さが 1.1～17.76 インチ（約 28～

 
1 OECD/NEA 原子力施設安全委員会、機器構造物経年化・構造健全性ワーキンググループの技術的サポートを

行う CODAP 運営グループが運営する機器運転経験、劣化・経年化プログラム 
2 サウスカロライナ州ハーツビル近郊の PWR プラント。出力は 759MW、1971 年運転開始。  
3 ML23160A143 Industry/NRC Materials Technical Exchange Meeting 6/15/23 

4 PWR 炉内構造物点検評価ガイドライン［一般点検］,原子力安全推進協会  
5 PWR 炉内構造物点検評価ガイドライン［炉心そう］,「付録 A 炉内構造物の安全上重要な機能」 A-1 ペー

ジ,原子力安全推進協会 
6 VT-3 は一般的な劣化状態（部品の脱落、破損、腐食、摩耗、浸食など）の検出に使用される目視試験の方

法で、ASME Sec. XI(IWA-2211) で定義されている。 
7 VT-1 は亀裂、摩耗、腐食、浸食などの異常の検出に使用される目視試験の方法で、ASME Sec. XI(IWA-

2213) で定義されている。国内では日本機械学会維持規格(IA-2521)で定義されている。 
8 強化目視試験(EVT-1: Enhanced VT-1)は表面破壊欠陥の検出に使用され、1/2mil(0.0127mm)のターゲットを

検出できるような装置と環境条件下で実施する目視試験の方法である。BWR VIP-03 で定義されている。 

<技術情報検討会資料> 
技術情報検討会は、新知見のふるい分けや作業担当課の特定を目的とした事務的な会議
体であり、その資料及び議事録は原子力規制委員会の判断を示すものではありません。 

資料６１－１－２ 
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451mm）、深さが板厚の 37～92%）が認められた。最初に発見された 12 インチの欠陥

指示は、深さが板厚の 92%の亀裂であることが判明した。事業者は、前回 2012 年の

供用期間中検査に実施された VT-3 の結果をレビューし、照明、カメラの解像度、

及び表面上の酸化物の蓄積により、当該部位の欠陥指示は報告対象外であると判断

した。しかし、米国原子力規制委員会(NRC）の検査官が前回検査のビデオ画像を確

認したところ、当該部位の欠陥指示は、明らかに視認できたと判断した。9 

 

 

図１ 炉内構造物の概要10,11 

 

 

 

図２ 炉心そうの模式図12 

 

 
9 ML23041A227 H.B. Robinson Steam Electric plant – Integrated Inspection report 05000261/2022004 
10 PWR 炉内構造物点検評価ガイドライン［一般点検］「図１ 解説図 1-3-2 「炉心支持・位置決め」機能に関

連する機器・部品」,原子力安全推進協会  
11 H.B.ロビンソン２号機 炉心槽割れに関する事業者の受け止めについて（令和 5 年 9 月 21 日 原子力エネル

ギー協議会との面談資料）,原子力安全推進協会  
12 米国電力中央研究所(EPRI)の Materials Reliability Program: Pressurized Water Reactor Internals 

Inspection and Evaluation Guidelines (Revision 1-A) 
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３．２ 炉心そうの検査プログラム 

米国では、10CFR1350.55a“Codes and Standards”において、ASME Sec. XI14が

規定され、供用期間中検査に用いられている。炉心そうは炉内構造物だが ASME Sec. 

XI には炉内構造物の検査規定はなく、クラス１機器（IWB 章）で炉心支持構造物の

溶接部に対する検査（VT-3）として規定されている。また、事業者は NRC から安全

評価を受けて承認された EPRI 作成のガイドライン（MRP-227 Revision 1-A12）に従

った炉内構造物の検査を実施している。 

MRP-227 は、加圧水型原子炉（PWR）の原子炉容器内部コンポーネントの長期劣化

を管理するための検査及び評価ガイドラインで、PWR の炉内構造物に適用される。

MRP-227 に記載された炉心そうの検査プログラムの例を表１に示す。MRP-227 では、

炉心そうの試験対象部位（母材部の材料は SUS304）は、Upper Flange Weld（UFW：

上部フランジ周方向溶接部）であり、UFW に 2 インチ（約 51mm）以上の欠陥指示が

あった場合、UGW、Lower Flange Weld（LFW：下部フランジ周方向溶接部）及び Upper 

Axial Weld（UAW：上部軸方向溶接部）に検査を拡大することとされている。 

 

表１ MRP-227 における検査プログラムの例15 
主な試

験部位 

適用 

範囲 

試験合格 

基準 

拡張試験 

部位 

拡張試験基準 拡張試験 

合格基準 

W3. 

炉 心 そ

う 

UFW 

全 プ

ラ ン

ト 

定期的な

EVT-1 検

査 

具体的に

は、検出

可能な表

面の亀裂

等の指示 

W3.1. UGW 

W3.3. LFW  

W3.2. UAW 

W3.4.下部鍛

造・鋳造支持

部 

ａ．UFW 内で、検出・サイジング

により 2 インチを超える長さの

表面亀裂指示が確認された場合

は、次の燃料交換の完了までに

UGW と LFW を含むよう検査を

拡大するよう要求する。 

b. UGW 又は LFW のいずれか

で、検出・サイジングにより長さ 

2 インチを超える表面亀裂指示

が確認された場合、次の燃料交

換完了までに検査を拡大して

UAW も含めることを要求する。 

c.（略） 

拡 張 し た 炉

心 そ う 溶 接

部  (UGW 、

LFW、UAW) 及

び下部鍛造・

鋳 造 支 持 部

の 具 体 的 な

関連条件は、

検 出 可 能 な

表 面 の 亀 裂

等の指示 

 

３．３ 事業者の対応 

○ ロビンソン発電所２号機で発見された 5 つの亀裂に対して UT が行われた（ASME 

Sec. XI の IWB-3142.4）。そのうち 4 つについて、24 ヶ月の追加サイクルが受

け入れられるという評価結果になった。1 つについて、24 ヶ月の追加サイクル

で許容欠陥寸法を超えた。そのため、亀裂の進展阻止を目的として亀裂先端部

への穴加工が施工された。ASME Sec. XI の IWB-2420(b)に従って、次の３回の

定検での連続検査が予定されている16。 

 
13 Code of Federal Regulation:連邦規則 
14 Rules for Inservice Inspection of Nuclear Power Plant Components—Division 1 
15 “Table 5-3 Westinghouse Plants Examination Acceptance and Expansion Criteria”より抜粋 
16 ML23089A212 H. B. Robinson No. 2 ISI Program Ninety Day Owner’s Activity Report and Analytical 

Evaluations 
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○ 産業界において、コアバレルフォーカスグループを設置し、情報収集、暫定ガ

イダンス（MRP 2023-005：MRP-227 改訂案）17の作成、長期計画の作成を任務と

して活動している 3。 

○ 暫定ガイダンスの概要は以下のとおり18。 

- UGW を拡張試験部位から主な試験部位に変更 

- EVT-1 の代替オプションとして渦流探傷試験と UT を追加 

- UFW、UGW 及び UAW の検査範囲は、表面検査対象の溶接部の両面 100％に増

加(UT による体積試験の場合は片面) 

○ 本事象は、以下のような側面から現行の MRP-227 による試験要件を強化する必

要性を示している。 

- UGW には評価だけでは対処できない亀裂が観察された 

- UGW は、MRP-227 では、主な検査部位ではなく拡張検査部位とされている 

– 表面検査（VT-3、MRP-227 は片面が対象）をもう一方の表面（外表面側）か

ら実施していたら、最初に発見された亀裂は見逃されていたといえる 

- 亀裂がどのくらいの期間存在していたのかは不明であり、発電所の当初の

40 年間の運転許可の期限を超えて運転される前に亀裂が始まった可能性が

ある 

 

４．日本における対応 

４．１ 炉心そうの検査プログラム 

国内においては、技術基準規則19の解釈第 18 条第 1 項及び亀裂解釈20において、

日本機械学会の維持規格（JSME S NA1-2008 又は 2012）が規定され、供用期間中検

査に用いられている。 

炉心そうに対しては、維持規格の炉内構造物の標準検査（IG 章）で VT-321が要求

されている。試験の程度は、接近可能な表面（溶接継手含む）のうち、表面の全て

の範囲の 7.5%（複数個数あるものは１個、又は対称性があるものは対称性の最小

範囲）とされている。また、炉内構造物の個別検査（IJG 章）で、溶接継手に対し

て任意の時期22,23における UT が要求されている。維持規格では炉心そうの損傷原因

 
17 ウェスチングハウス及び CE(Combustion Engineering) 設計のプラントに対する NEI 03-08「必要な」要件

として公表。2024 年 5 月 1 日から計画されているすべての炉心そう溶接部の MRP-227 検査に対して発効。 
18 ML23151A701 Recent PWR Reactor Vessel Internals Operating Experience 
19 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 
20 実用発電用原子炉及びその附属施設における破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥の解釈 
21 VT-3 は機器の変形、心合せ不良、傾き、隙間の異常、ボルト締め付け部の緩み、部品の破損、脱落及び機

器表面における異常の検出に使用される目視試験の方法で、日本機械学会維持規格(IA-2523)で定義されてい

る。 
22 維持規格 解説 表 IJG-2500-P-3-3（炉心そうのバッフルフォーマボルト等試験結果の採用）：炉心そうにつ

いては現知見では供用期間中の IASCC 発生の可能性が小さいと考えられるため、試験実施時期は任意でよいも

のとする。以下省略。 
23 維持規格 解説根拠 整理番号 IJG-P-3 3.試験実施時期：炉心そうは損傷原因である IASCC に関するデータ

が十分ではないため，バッフルフォーマボルトに対して決定したボルトの損傷予測曲線を用い，炉心そうの温

度，照射，応力条件を当てはめて損傷予測を行っている。～中略～バッフルフォーマボルトから推測された

IASCC の発生時期が，新たな知見等で早くなった場合は評価の見直しを行い，評価期間中継続使用不可能また

は評価期間中継続使用可能でも仮想き裂が安定でない場合は，試験時期を検討する必要が生じる。 
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を IASCC（照射誘起型応力腐食割れ）と想定しており、炉心そうよりも照射量の多

いバッフルフォーマボルトの損傷予測曲線からプラントの運転中に炉心そうに亀

裂が発生する可能性はない、又は、亀裂が発生したと仮定した場合でも亀裂の進展

は途中で止まるため問題は生じないとしている 23。 

 

４．２ 事業者等の対応 

原子力規制庁は、PWR の炉心そう溶接部に対する事業者等の対応について、面談
24を実施し、以下の内容（事実、対応、取組の方向性）について説明を受けた（参

考参照） 

（１）現状の検査状況 

○ 炉心そう溶接部（内面側及び外面側）に対して VT-3 を実施している。試験間

隔は維持規格に従い１回/10 年（運転開始 30 年以降は１回/７年）、試験の程

度は、可視可能な範囲（内外表面）の 100%としている。 

○ 維持規格の IJG 章に基づく UT は実施していない。 

○ なお、炉心そう母材部の材料は SUS304 である。 

（２）原子力安全に対する影響 

○ 米国産業界は UGW の全周破断による炉心そう分離を想定しても、二次炉心支

持構造物が設置されているため、プラントは安全停止できるとしている。 

- 分離した炉心そう下部は、水平方向はラジアルキーにサポートされながら

わずかに下降し、二次炉心支持構造物下端が原子炉容器下部鏡に着底する

ことで停止する。 

- 燃料ピンの燃料集合体への挿入長さは、この下降量以上にしており、制御

棒挿入機能が維持される。 

○ 国内 PWR は、炉心そう溶接線が全周破断した場合にも、二次炉心支持構造物

のショックアブソーバーが、炉心の落下荷重を受け止める。 

○ 以下により、制御棒の挿入機能が維持され、原子炉停止機能が維持される。 

- 破断した炉心そう下部は、ラジアルキーにより水平方向変位拘束され、垂

直に降下する。 

- 破断ラインより上部については、炉心そうフランジ部が原子炉容器上部

ふたと原子炉容器本体の間にスタッドボルトにより固定されており、回

転することはない。 

- また、上部炉内構造物についても、炉心そうフランジ部と同様に、原子炉

容器上部ふたと原子炉容器本体の間に固定されており、回転することは

ない。 

- 燃料集合体（上部ノズル）の上部穴とピン（燃料案内ピン）、燃料集合体

（制御棒案内シンブル）の上部穴と制御棒先端は、いずれも炉心落下変位

（炉心降下量）を考慮しても外れないように設計配慮されている。 

 

 
24 令和 5 年 8 月 3 日、31 日、9 月 14 日及び 21 日  
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（３）当面の対応 

○ 国内 PWR においては、以下の理由により直ちに対処が必要な状況にない。 

- ロビンソン２号機は VT-3 で傷が検出されているが、これまで国内 PWR で行

われた VT-3 においては傷が検出されていない。このため、少なくともロビ

ンソン２号機のような大きな欠陥はないものと想定している。 

- 念のため、代表プラント２炉（実運転年数25、運転期間（暦年）でそれぞれ

最長のもの）の UGW に対する供用期間中検査で実施した VT-3 のビデオ画像

を改めて確認したが指示はない。 

- ロビンソン２号機の実運転年数は約 40 年であるが、国内 PWR の実運転年数

は 30 年未満である。26 

○ 今後の国内 PWR における UGW に対する供用期間中検査の VT-3 では、事前に検

査員に本事象の周知教育を実施し、「溶接線付近に亀裂がありえる」という意

識付けを行う。また、確認済みの代表プラント２炉以外についても、順次、

至近の供用期間中検査のビデオ画像を見直し、指示の有無を確認する。 

○ 現在実施されている米国産業界の原因調査等の動向を注視するとともに、実

運転年数の先行する米国炉における点検結果入手を行い、ロビンソン２号機

固有の事象か確認する。 

（４） 今後の取組 

○ 米国における原因調査及び他ユニット点検結果をもとに、国内事業者の取組

の方向性を検討し、原子力規制庁へ報告する。 

○ 国内においても詳細検査が必要となるケースに備え、当該溶接線の詳細検査

（MVT-1）装置の開発を進める。 

○ 炉心そうの健全性評価手法の検討（非破壊検査を行う際の判定基準、技術基

準適合欠陥の範囲、継続使用期間等）を進める。 

 

５．今後の進め方 

本事象について、関連する米国情報を収集・整理し、日本国内における対応につい

て事業者等からの聞き取りを行った。事業者等の当面の対応については妥当と考え

られるが、今後、以下の情報収集等行い、適宜、技術情報検討会に報告することとし

たい。 

○ 安全停止できるとする技術的根拠及び今後の取組について、事業者等から説明

を受ける。 

○ 米国産業界の原因判明は、2024 年秋以降の見込みであることから、今後も原因

調査に関する調査を継続し、適宜 NRC との意見交換を実施する。 

○ 亀裂解釈には、具体的な炉心そうの健全性評価手法が規定されていないことか

ら、今後の維持規格の技術評価を見据え、原子力規制庁においても炉心そうの

健全性評価手法について、情報収集を行う。 

 
25 Effective Full Power Years：定格負荷相当年数 
26 ロビンソン２号機は、約 40EFPY での発見であるが、国内炉は、東日本大震災後の長期停止等により、 EFPY 

が全体に短く、最長の炉においても 30EFPY 未満。 
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（参考）H.B.ロビンソン２号機 炉心槽割れに関する事業者の受け止めについて（令

和 5 年 9 月 21 日 原子力エネルギー協議会との面談資料） 
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